
郵政改革・検討作業フローチャート 

 
 

与党 政府 日本郵政

 
 

連立与党懇談会 
（10/22） 

政務三役会議・大臣指示（12/4） 

郵政株式処分凍結法案成立（12/4） 

郵政改革推進室発足（10/27） 

「郵政改革の基本方針」閣議決定（10/20）

持株会社取締役会

（10/28） 
 
 

政策会議① 
（10/28） 局会社（11/18） 

郵便事業会社（11/20） 
ゆうちょ銀行（11/20） 
持株会社（11/25） 
かんぽ生命（11/26） 

 
 
 

 
 
 
 

地域貢献業務 
有識者会議 
全国 13 地域 

（11/27～12/18）
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公開ヒアリング 
①（12/11）

政務三役会議

（12/22） 

社民党要望書 
（12/18） 

国民新党要望書 
（12/15） 

 

事務局検討 

WT 随時検討 

 
大臣ヒアリング 

政策会議② 
（12/25） 

公開ヒアリング 
②（12/25）

政策会議③（2/8） 
政策会議④（2/10） 
政策会議⑤（2/17） 
政策会議⑥（2/22） 
政策会議⑦（2/23） 
政策会議⑧（2/26） 
政策会議⑨（3/9） 
政策会議⑩（3/24） 
政策会議⑪（3/29） 

 

 
 

事務局検討 
WT 随時検討 

事務局検討・追加ヒアリング・WT 

限度額・出資比率案公表（3/24） 

大臣ヒアリング・政務三役調整

経営形態（2/22）事業展開（2/23）民営化検証（2/26）

素案公表（2/8） 

政
府
が
日
本
郵
政
か
ら
随
時
ヒ
ア
リ
ン
グ 

 
 

連立与党 
検討プロセス 

地方公聴会①
高知（12/20）

地方公聴会②
京都（1/14）

地方公聴会④
新潟（1/20）

地方公聴会③
愛知（1/15）

随時意見聴取 

地方公聴会⑥
北海道（2/28）

地方公聴会⑤
福岡（2/21）

連
立
与
党
内
調
整
（
※
） 

法案（政府原案）閣議決定 （※）国新・社民大臣一任（3/5） 



 
 

出資比率 

政 府→親会社 

親会社→子会社 

業務内容 

利用限度額 

販売商品 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ユニバーサルサービス 

コスト負担 

誰が負担するのか 

どうやって捻出するのか 

 
 
 
 
 
 
 
 


